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はじめに

「黒」という色には、どちらかというとネガ
ティブなイメージが纏わりつくことが多い。勝負
事における「白黒ハッキリつける」での、「負け」
を表す「黒」であればまだしも、刑事ドラマや推
理小説等では、容疑者が「クロ」であるとすれば、
その人物が犯人である、ということが含意される。
また、「腹黒い」という言葉によい印象を抱く人
も多くはないであろう。「グレーゾーン」は問題
の有無が明確でないとき等に用いられる表現であ
るが、その場合、問題がある側を指す色が「黒」
である。このように、「黒」という言葉から連想
されるイメージには、どちらかというと、否、ど
ちらかというまでもなく、ネガティブな色合いが
強いことは容易に見て取れるところである。

これは「黒」の英語である「ブラック」におい
ても同様である。特に近年、ネガティブなイメー
ジを纏う「ブラック」は労働と結びついて語られ
ることが多い。昨今、日常生活の中で頻繁に耳に
する「ブラック企業」という言葉は、不当な低賃
金労働を強いられたり、労働基準法があってない
かのような長時間労働を強いられたりといった、
到底看過することのできない労働環境をその組織
に属する人々が強いられている企業を指している。

「アルバイト先が『ブラック』である」と言えば、
それは給与が廉価すぎる、拘束時間が長すぎる
等々、過酷過ぎる労働条件の中でのパートタイム
ジョブを強いられるところでアルバイトをしてい
るということを意味するであろう。「ブラック」
もまた、否定的なニュアンスを纏ってイメージさ
れることが多い部類に属する言葉といえる。

ここ数年、学校教育の中に、俄かにこの「ブ
ラック」という接頭辞が付加されて語られる機会
が急増しているものがある。「部活動」である。
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たとえば、2016年8月1日に放送されたNHK「ク
ローズアップ現代プラス」は、テーマは「広がる

“ブラック部活”」であった1）。また、2017年7月
には東洋館出版社より内田良著『ブラック部活動
―子どもと先生の苦しみに向き合う』が出版され
ている。その他にも、エイデル研究所『季刊教育
法』では第189号（2016年6月刊）、第192号（2017
年3月刊）、第194号（2017年9月刊）、第196号（2018
年3月刊）と全4回にわたって「ブラック部活」と
題した特集が組まれており、「部活」と「ブラッ
ク」をキーワードとして記事検索を行うと、朝日
新聞記事データベース「聞蔵Ⅱビジュアル」では
2018年1月から9月までの間だけで30件以上の記事
がヒットする。「部活動」と「ブラック」という
言葉との親和性が最近では非常に高まっている状
況がある。

しかし、こうして今日「ブラック部活」あるい
は「ブラック部活動」として形容され指摘されて
いる問題の内容をみてみると、それが必ずしも一
様ではないことを容易に看取することができる。
詳細は後述するが、そもそも部活動が「ブラッ
ク」であるというのも教員側から見た場合もあれ
ば生徒側から見た場合もあり、さらには保護者の
視点で語られている場合もある。教員に限って見
てみても、その具体的な内容は部活動指導に関わ
る手当の薄給さが指摘されている場合もあれば、
部活動に携わることによる拘束時間の長さが問題
とされていることもある。さらに、こうした「ブ
ラック」という言葉との結びつきは見られなかっ
たものの、部活動に伴う問題・課題が指摘される
こと自体は今日初めて見られるようになった現象
でもない。部活動に対する批判には、その視点の
置き方も、細かな内容についても実は様々な内容
があるのである。

しかし、特に今日、こうした部活動に関連する
種々の問題を包括する「ブラック部活」ないし

「ブラック部活動」という表現が用いられ始めた
がゆえに、その細かな差異が逆に見えにくくなっ
ている現状も一方では見受けられる。全く異なる
内容を指していることであっても、それがいずれ
も「ブラック部活動」という言葉で表現されるが
ゆえに、あたかも同一の内容を指しているように

受け取られてしまうのである。
こうした点を踏まえ、本稿は今日「ブラック部

活」や「ブラック部活動」という言葉で表象され
ている諸問題の細かな実態を、政策展開との繋が
りや過去の部活動批判との比較も踏まえ考察する
ものである。今日における部活動批判がどのよう
な内容のものであり、それが過去の部活動批判と
どう異なるのか、そして今日の批判の中で指摘さ
れた問題点・課題を克服するための方途としてど
のような施策が考案され展開されようとしている
のか、こうした点を以下みていくことにしたい。

Ⅰ日本の学校教育における部活動の
変遷と今日的課題の整理

本章では主に中澤（2017）に依拠して日本の学
校教育における部活動の変遷を整理するとともに、
部活動をめぐって今日指摘されている諸課題の概
要を整理しておくことにしたい。まず第1節で部
活動の変遷をまとめたのち、第2節で部活動をめ
ぐる今日的課題を整理する。

（1）日本の学校教育における部活動の変遷
①戦前の部活動

日本における部活動の歴史を辿ると、その起源
は明治時代にまで遡ることができるとされる。当
時の舞台は大学である。

明治に入り、大学には欧米における当時最先端
の知識技術を教授するため、多くの外国人教師が
招かれた。この外国人教師たちが学問のみならず
スポーツを持ち込んだことで、大学生たちは欧米
のスポーツ文化にも触れていくことになり、ス
ポーツ部活動の組織がつくられていった。初めて
設立されたスポーツ部活動組織は、現在の東京大
学にあたる帝国大学に設けられた「帝国大学運動
会」である。

その後、部活動は大学のみならず旧制高等学
校・中学校にも拡大してゆく。そのジャンルもス
ポーツのみならず、いわゆる「文化部」も設立さ
れていった。文化部で特に活発な活動が目立った
のは弁論部や新聞部である。

こうして産声を上げ広がっていった部活動は戦

— 68 —

『人間科学研究』文教大学人間科学部　第 40 号　2018 年　村上純一



争が拡大し総力戦体制に入ると「学校報国団」に
組み込まれ、活動も様々に制約されていった。戦
争末期になると活動の継続自体が難しくなり、終
戦を迎える頃には部活動は休止した状態となって
いた。

②戦後の部活動
戦争の拡大とともに一旦は姿を消したかに見え

た学校の部活動は、戦後の教育の民主化の中で
「生徒の自主性を育む場」として復活する。ここ
で部活動はカリキュラムの中には組み込まれず、
授業とは異なる「生徒の自主的な活動」という位
置づけで展開されていくことになる。この「授業
外での生徒の自主的な活動」という位置づけは、
今日指摘される部活動をめぐる問題点の要因の1
つに繋がるものである。

戦後の教育の民主化の中で“復活”した部活動
はその後、1964年の東京オリンピック開催に向け
選手育成の場として機能することになり、オリン
ピック後には生徒がスポーツに触れる機会を平等
に提供する場へと変化する。そして1969／1970年
改訂学習指導要領では教育課程内の「必修クラブ
活動」が設けられることになる。この「必修クラ
ブ活動」は1989年改訂学習指導要領で「部活代替
措置」、すなわち部活動に参加することによって

「必修クラブ活動」を履修したこととみなすとい
う措置が認められたのち1998／1999年改訂学習指
導要領で廃止される。この「一旦教育課程の中に
類似した活動が設けられ、その後教育課程外の部
活動がそれを代替するようになる」という変化も
今日において部活動が「ブラック」と称されるこ
との一要因として指摘できるところである。

そして2008／2009年改訂学習指導要領において、
部活動は教育課程外の活動でありながら「学校教
育の一環として、教育課程との関連が図られるよ
う留意すること」と明記されることになる。教育
課程との関連で様々に移り変わる部活動の位置づ
けが、部活動をめぐる諸問題を複雑にしていると
いうことができる。

なお、「部活動」という名称が一般的になった
のは1970年代はじめのことと考えられている。そ
れまでは「クラブ活動」と称されていたものが、

前述の「必修クラブ活動」の設置に伴いそれと区
別するものとして「部活動」という呼称が定着し
ていったとされる。今日ではごくごく一般的な

「部活動」という呼称であるが、その呼称自体の
歴史を遡るとまだ半世紀弱にすぎないということ
になる。また、校内暴力が社会問題化していた
1980年代、部活動への熱中が生徒の非行防止のた
めの手段として期待され活用されていたことも付
言しておくことにしたい。

（2）部活動をめぐる今日的課題
こうして、今日では「教育課程外であるが学校

教育の一貫である活動」という非常に複雑な位置
づけを与えられている学校部活動。そこにみられ
る課題として、赤坂・佐藤編（2018）では生徒側
に存在するリスク、顧問教員側が直面する課題と
して以下のものを挙げている（同書 pp.131-133）。

＜生徒側のリスク＞
・指導者による暴言・人格否定発言などのハラ

スメント
・指導者による体罰
・いじめ

＜顧問教員の直面する課題＞
・平日の朝練習・放課後練習や土休日の練習の

指導等による過剰負担
・専門外の種目を担当することによる負担
・薄給の部活動手当（ほぼボランティアとなっ

ている）

こうした部活動に関わるリスクや課題の詳細は
後述することとし、次に過去に部活動を巡って指
摘されていた問題点・課題を、特に1990年代に焦
点を当ててみていくこととする。

Ⅱ　1990年代の部活動批判

1990年代は、Ⅰで触れたとおり、「必修クラブ
活動」の部活動代替措置が認められた時期である。
学習指導要領においては「児童生徒の関心・意
欲・態度を重視し、思考力・判断力・表現力に裏
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付けられた自己教育力を獲得する学力観」である
「新学力観」が掲げられ、小学校低学年に「生活
科」が新設されるなどの変化がみられた時期にな
る（田中・水原・三石・西岡2011）。当時、部活
動にはどのような批判がなされていたのか。

城丸・水内編（1991）では、当時の部活動に関
する課題として、①生徒の活動時間の長さ、②生
徒の身体の発達への悪影響、③教員の生徒への体
罰、④若手教員（特に新任教員）への大きな負担、
が主に挙げられている。

主に生徒に関する課題である①②について、①
すなわち活動時間の長さについては、平日の練習
時間もさることながら、土曜日・日曜日の練習時
間の長さが問題として指摘されている。朝5時台
から練習が開始される事例があることや、5時間
近く練習に費やされる場合も全国で多数見られる
ことなどが挙げられている。それに付随して、
NHK「国民生活時間調査」のデータを用いて、
子どもの睡眠時間の減少に部活動が少なからず影
響を及ぼしているのではないか、ということも指
摘されている。また②すなわち身体の発達への悪
影響については、野球部での練習のし過ぎによる
肘の故障やバスケットボール部での膝の故障、ス
ポーツヘルニアなど、発達途上の身体に過重負担
をかけることになっている実態が指摘されている

（上掲書 pp.33-39）。
こうした主として生徒に関する課題が指摘され

る一方で、主として教員に関する課題として指摘
されているものにはまず体罰がある。体罰は教員
が行うものであるが、それによって部員である生
徒側が心身にダメージを負うという点では生徒に
関する課題ともいえる。部活動に関わる体罰問題
はその後も継続的に指摘され続ける、部活動の

「病理」ともいえる問題である。一方、④すなわ
ち若手教員への負担の大きさという点では、特に
新規採用の教員は部活動を担当することが義務化
し、退勤時間を過ぎても退勤することができない
ことが指摘されている（上掲書 pp.106-109）。こ
の点は今日の部活動批判とも重なる内容である。

こうして1990年代に入った頃には既にみられて
いた部活動への批判であるが、続いて1990年代後
半において部活動にはどのような問題・課題が指

摘されていたのかをみておくことにしたい。
内海（1998）において、当時の部活動に関して

は主に部活動の運営方法における「勝利至上主
義」・「管理主義」、教員に関わって「手当の少な
さ」や「部活動を重視した人事」などが問題とし
て指摘されている。一方、授業や学校行事の指導、
進路指導に力を入れず部活指導に注力する「部活
動への逃避」がみられる教員の存在も指摘されて
いる（同書 pp.81-82）。なお、同書が刊行された
1998年および1999年には「生きる力」をキーワー
ドとし、「総合的な学習の時間」の新設などが盛
り込まれた学習指導要領改訂が行われている。

このように、1990年代においても部活動をめぐ
る批判は既になされており、その内容は今日展開
されている批判と重なるものも少なくない。しか
し、1998／1999年の学習指導要領改訂によって

「必修クラブ活動」が廃止され、部活動が教育課
程外の活動となったことで、部活動は「グレー
ゾーンに放置」され、その問題は「まるで手つか
ずのまま、今日にまで持ち越」されることとなっ
てしまった（内田2015 p.202）のである。

Ⅲ　部活動をめぐる今日の課題と
関連する政策展開

Ⅱでみた1990年代の部活動批判を踏まえ、本節
では今日指摘されている部活動に関する批判と、
それを受ける形での政策の動向をみていくことに
する。

前述したとおり、今日指摘されている部活動の
問題点として、主に生徒側に関するものとしては
指導者によるハラスメントや体罰、さらには部員
間でいじめが発生する危険性が挙げられている。
また、部活動への参加の有無が内申点等の評定に
影響し、ひいてはその後の進路決定にも影響して
くるため部活動を続けざるを得ないといった点が
指摘されることもある。しかし、こうした点が政
策動向に大きく影響を及ぼしている点は少なくと
も現時点では特段見受けられない。2017年3月に
告示された中学校の新学習指導要領においても、
その総則には「特に、生徒の自主的、自発的な参
加により行われる部活動については、スポーツや
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文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任
感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・能
力の育成に資するものであり、学校教育の一環と
して、教育課程との関連が図られるよう留意する
こと。」との文言が記されており、その位置づけ
が大きく見直される様相は見られない実態がある2）。

一方、主に教員側に関する問題点として指摘さ
れている点は、今日の教員政策に直結している部
分が少なくない。先述のとおり、教員に関する部
活動の今日的課題としては大きく①部活動指導に
伴う時間的な負担、②未経験種目の指導を担当す
ることに伴う負担、③手当の少なさが指摘されて
いるが、それぞれについてその詳細を確認したの
ち、それが政策動向に与えている影響を以下みて
いくことにしたい。

（1）部活動指導に伴う時間的な負担
まず、時間的な負担に関する問題である。
近年になって教員の部活動指導に伴う時間的な

負担が注目されたのは、2013年にOECD（経済協
力開発機構）が実施した国際教員指導環境調査、
通称TALIS2013の結果が明らかになったことが
主な要因である。次頁の＜表1＞に示すとおり、
日本の教員の1週間当たりの仕事時間は参加国平
均の38.3時間を大きく上回る53.9時間を記録し、
調査に参加した国・地域の中で最も長い時間で
あった。しかし「指導（授業）に使った時間」で
みると参加国平均19.3時間のところ日本の教員は
17.7時間に過ぎず、授業以外での業務負担が時間
的な面での過重負担の原因になっていることが明
らかとなった。その中でも特に注目されたのが

「課外活動の指導に使った時間」であり、この項
目では参加国平均2.1時間のところ日本の教員は
7.7時間に上っていた。この調査が前期中等教育
段階、日本では中学校及び中等教育学校前期課程
に勤務する教員を対象として行われた調査であっ
たことから、この課外活動は主として部活動を指
すと考えられ、部活動指導への教員の負担の大き
さが注目されることとなったのである。

（2）未経験種目の指導を担当することによる負担
部活動の指導において、教員がそれまで自身は

経験したことのない種目を担当することは珍しい
ことではない。内田（2015）でも指摘されている
とおり、中学校においても、また高等学校におい
ても、顧問の約半数は自身がそれまで競技経験を
有していない部活動の顧問を務めている実態があ
る（上掲 p.190）。未経験種目とはいえ顧問とし
て指導する以上、その競技に関する知識を身に付
けることは当然に求められてしまう。そのための
資料収集等で経済的な負担を強いられることも珍
しいことではない実態がある。

この点も、決して今日に始まったことではない
ものの、なかなか課題としては認識されてこな
かったことが指摘できる点である。

（3）手当の少なさの問題
部活動をめぐる問題の中で、近年俄かに数多の

指摘がみられるようになったのが顧問教員の手当
の問題である。平日の朝練習や放課後の練習、そ
して土休日の練習に試合等の引率、いずれも手当
がない、あるいはあっても非常に薄給であること
が問題点として指摘されることが多くなっている。

この手当の問題に関わって必ずと言ってよいほ
ど言及されるのが、「公立の義務教育諸学校等の
教育職員の給与等に関する特別措置法」、いわゆ
る「給特法」と、その中で定められている「教職
調整額」の問題である。これは特に、以下に掲載
する同法第3条第1項および第2項に関するもので
ある。

この規定により、部活動の指導を行ったために
他の業務で時間外勤務が必要となった場合や休日
の部活動指導等に関してはそのための手当が支給
されず、実際の勤務時間に比して著しく少額の手
当に留まっているということが指摘されている。

第３条　教育職員（校長、副校長及び教頭を除く。
以下この条において同じ。）には、その者の給
料月額の百分の四に相当する額を基準として、
条例で定めるところにより、教職調整額を支給
しなければならない。

２　教育職員については、時間外勤務手当及び休
日勤務手当は、支給しない。
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国名 仕事時間の合計
指導（授業）に

使った時間
課外活動の指導に

使った時間

アメリカ 44.8 26.8 3.6

オーストラリア 42.7 18.6 2.3

ブラジル 36.7 25.4 2.4

ブルガリア 39.0 18.4 2.0

チリ 29.2 26.7 2.0

クロアチア 39.6 19.6 1.9

キプロス 33.1 16.2 2.5

チェコ 39.4 17.8 1.3

デンマーク 40.0 18.9 0.9

エストニア 36.1 20.9 1.9

フィンランド 31.6 20.6 0.6

フランス 36.5 18.6 1.0

アイスランド 35.0 19.0 1.1

イスラエル 30.7 18.3 1.7

イタリア 29.4 17.3 0.8

日本 53.9 17.7 7.7

韓国 37.0 18.8 2.7

ラトビア 36.1 19.2 2.1

マレーシア 45.1 17.1 4.9

メキシコ 33.6 22.7 2.3

オランダ 35.6 16.9 1.3

ノルウェー 38.3 15.0 0.8

ポーランド 36.8 18.6 2.4

ポルトガル 44.7 20.8 2.4

ルーマニア 35.7 16.2 2.3

セルビア 34.2 18.4 2.2

シンガポール 47.6 17.1 3.4

スロバキア 37.5 19.9 2.0

スペイン 37.6 18.6 0.9

スウェーデン 42.4 17.6 0.4

アブダビ（UAE） 36.2 21.2 2.5

アルバータ
（カナダ）

48.2 26.4 3.6

イングランド
（イギリス）

45.9 19.6 2.2

フランドル
（ベルギー）

37.0 19.1 1.3

参加国平均 38.3 19.3 2.1

単位：時間／週

＜表1＞2013年OECD「国際教員指導環境調査」（TALIS2013）における「教員の仕事時間」の結果（一部抜粋）
（国立教育政策研究所2014 pp.23-24を基に筆者作成）
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（4）関連する政策の動向
こうした種々の問題状況を踏まえ、特に部活動

に関わる教員の待遇改善を謳った政策が今日では
様々に提唱されている。特に、本章（1）および

（2）で触れた教員の時間的な負担や未経験種目を
担当することによる負担に対しては、近年はいわ
ゆる外部指導者を学校の職員に位置づけてより積
極的に登用していこうとする案が盛んに提唱され
ている。「部活動指導員」と称されるこうした外
部指導者の積極的登用は、2015年12月21日の中央
教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と
今後の改善方策について」において提唱された

「チーム学校」という考え方の中核を成すものの1
つとして捉えられ、拡大が図られている。教員を
部活動指導の負担から解放するとともに、指導も
基本的にその競技の経験を有しているものが当た
ることになり、一石二鳥とも三鳥ともいえる効果
が期待できるものといわれている。

一方、手当の問題に関しては、現在中央教育審
議会に特別部会も設けられて進められている「教
員の働き方改革」と呼ばれる改革における中心
テーマの1つに「給特法」が挙げられ、部活動指
導の手当も関連して議論の俎上に載せられている
ところである。

このように、今日展開されている部活動批判、
部活動に伴う問題・課題の指摘は、特に教員に関
わるものについては現在進行中の改革案と密接に
結びついているものであることが確認される。

Ⅳおわりに

（1）本稿の総括と考察
ここまでみてきたように、学校の部活動をめ

ぐっては近年様々な課題が指摘されるようになっ
ている。その多くは教員の部活動指導に関わるも
のであり、教員以外の「部活動指導員」の積極的
登用や「給特法」の見直しなどに部活動が関連し
ていることが確認されるところである。

このように、近年の政策としては教員の業務か
ら部活動指導を外そうとする動きが目立つことが
指摘できる。しかし一方で、少々時代を遡ると教
員が部活動に積極的に携わることを国が推奨して

いた時期があったことが容易に確認される。文部
省（1999）では教員の部活動、特に運動部活動へ
の関わりについて、「運動部活動は、自発的・自
主的に参加する生徒と、それを支え、指導・世話
をする顧問との連携プレイによって運営されてい
きます。したがって、設置される部活動には顧問
の存在は不可欠です」とし、「顧問なら（中略）
授業とは異なる人間関係や生徒理解を深めること
ができます。また、卒業生が何年たっても顧問を
慕って交流を続けているという話も聞きます。こ
のような部活動を通して、日々成長していく生徒
の充実感あふれる姿に直接触れることができるこ
とは、何物にも代えがたい喜びです。こんな魅力
いっぱいの顧問にあなたもなってみませんか」と
述べて、教員が運動部活動の顧問に就くことを強
く推奨しているのである（上掲 p.9）。もちろん、
今日ではこの推奨メッセージが出された時から20
年近くの年月が経過しており、その間に部活動や
教員の勤務条件をめぐる環境が変化していること
も考えられるところではある。しかし、近年の教
員勤務に関わる部活動批判を過度に注視し、この
20年前からの「180度転換」に目を向けないのは
見方として十分ではないということがいえるであ
ろう。なぜここへきて急に部活動を教員の業務か
ら外す動きが盛んにみられるようになっているの
か、そのことを長いタイムスパンの中で考えるこ
とは重要である。

そうして時間を遡って考えたとき、1990年代に
は部活動批判は教員の勤務環境との関わりよりは
むしろ生徒の側に関する内容が目立っていたこと
が見て取れる。そして当時の学校教育をめぐる政
策動向を見ると、「新学力観」が提唱され、さら
には「ゆとり」へと教育課程の振り子が振れよう
としていた時期であることが分かる。生徒の学校
外での活動機会の確保・充実が重要な政策課題に
なっていたことが指摘できよう。

このようにみてくると、教育課程外の活動であ
るがゆえに、学校部活動には広くは知られていな
い部分も多く、そのためその時々の政策課題と関
連する形で問題点が過度といえるほどに集中的に
クローズアップされている可能性が指摘できるこ
とになる。もちろん、その時々で指摘されている

— 73 —

学校部活動に対する批判的言説に関する一考察



課題は看過できないものばかりであるが、一方で
提唱されている改革を推進するために実態以上に
大きく見えている可能性も考慮する必要があると
ころであろう。今日展開されている部活動批判に
は、実は今日急に降って湧いたわけではなく、む
しろ以前から指摘され続けてきた課題も少なくな
い。そのとき進められようとしている改革を後押
しするための要素として部活動が、そしてそれを
めぐる批判的な言説が“活用”されていることの
可能性は意識しておくことが肝要といえよう。

（2）本稿の課題
1990年代のものにせよ、今日のものにせよ、本

稿で扱った内容は、いずれもある一時点における
部活動批判言説を断片的に取り上げたにすぎない
ものである。本来であればさらに多くの媒体に目
を配り、政策動向に関しては関連する審議会での
細かな議事内容等にも目を向ける必要があること
は事実として挙げられるところである。しかし、
紙幅の関係もあり本稿ではそこまでの細かな分析
は行えないため、時代ごとのより細かな点につい
てはいずれ稿を改めてさらに考察を深めていくこ
とにしたい。

そうした不十分な点が多々あることは承知の上
で、最後に一点だけ、今日の部活動に関わる諸々
の批判とそれを受けての政策動向に関して私見を
述べておきたい。今日、方向性としては部活動の
指導は「部活動指導員」と称される教員以外の指
導者に任せ、教員は部活動から離れて授業等の

“本来の”業務により専念できる環境を整えるべ
き、とする論調が多数派であるものと考えられる。
しかしその一方で、部活動で指導を受けた教員に
憧れて教員を目指す者、部活動の指導をすること
も楽しみの1つ―場合によってはそれが一番の楽
しみであることも大いにあり得る―として教員を
目指す者も決して少なくはない。そのような状況
が確かに看取される中で、部活動の指導は「教員
の業務ではない」と断じてしまうことが果たして
適切妥当なのか、疑問を差し挟む余地はまだ残さ
れているように思われる。部活動に関して挙げら
れている問題点・課題を今日におけるものとして
のみ捉えるのではなく、一定程度の時間的なスパ

ンが既に存在している学校部活動の歴史の中でど
う位置付けられるのかという点を踏まえた上で検
討していくことが重要になろう。そのことを最後
に指摘しつつ、本稿の議論のみでは不十分な多く
の点についての更なる分析・考察は他稿に期すこ
とにしたい。

註

１）http://www.nhk.or.jp/gendai/articles/3847/
index.html（最終アクセス日：2018年10月25
日）

２）参照した中学校の新学習指導要領は以下に全
文が掲載されている。http://www.mext.go.jp/
component/a_menu/education/micro_detail/＿
icsFiles/afieldfile/2018/05/07/1384661_5_4.pdf

（最終アクセス日：2018年10月25日）
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［抄録］
　近年、学校部活動に関する批判的な論調が目立っている。特に教員が部活動指導を担うことをめぐり、
その時間的な負担や手当の少なさを問題視する見方が強く、外部指導者の積極的登用や、教員の時間外
手当を規定する「給特法」の見直しなどが検討されている。
　しかし、時代を遡ると、今日指摘されている課題は以前から見られたものであり、部活動批判も過去
に見られなかったわけでは全くない。本稿では過去の部活動批判も参照しながら、今日における部活動
批判の政策動向への影響を考察する。
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